






         自由民主党八代市議団 研修会 所見 

 

         八代・天草シーラインについて 

 

   期日 令和８年 3 月 26 日 

 

   場所 衆議院議員会館 会議室          【議員名 村川 清則】 

 

 八代・天草シーライン構想は、昭和６０年に当時の細川熊本県知事が発表した熊本都市圏 

 

を結ぶ９０分構想に端を発している。その後、平成元年に「八代・天草架橋建設促進期成会」 

 

が設立され、続いて「民間期成会」や「議員連盟」も設立されていったが、構想の域から抜 

 

け出すことにはなかなか繋がらなかった。しかし、平成３０年度に実施した「広域的な物流・ 

 

観光等調査研究」において、産業面、観光面での経済効果が年間１，３６２億円に及ぶとす 

 

る調査結果が報告され、機運が大きく盛り上がったものである。そして、令和 3 年 2 月に 

 

熊本県知事を会長とし事務局を県企画振興部に置く「八代・天草シーライン建設促進協議会」 

 

が設立され、同年 6 月に策定された「熊本県新広域道路交通計画」の中で構想路線に位置付 

 

けられ、ようやく動き出した感がある。 

 

 令和 6 年 3 月から「八代・天草シーラインに関する勉強会」を八代河川国道事務所、熊本 

 

県、八代市、上天草市をメンバーとして数回開催し、八代・天草地域の現況、道路の現状、 

 

地域の現状、ポテンシャルの確認等について検討している。さらには本年 3 月 25 日に第 4 

 

回目の勉強会を開催し、地域の課題やポテンシャルの整理、そして地域が目指す道路将来イ 

 

メージを整理し、今後の進め方について検討されているようである。 

 



 令和 8 年度からは、計画の具体化に向けた検討を進めていくため、勉強会を「検討委員 

 

会」に格上げし、道路交通の課題や需要の把握などについて、より踏み込んだ議論を進めて 

 

いくとのことである。具体的には概ねの起終点やルート、構造の検討にあたり配慮すべき事 

 

項等「基本方針（案）」の策定を、「（仮称）八代・天草地域活性化ビジョン」と連携し、地 

 

域産業成長・発展のビジョンと、地域連携を支える道路ネットワークの必要性に関する議論 

 

を実施しながら進めていくとのことである。 

 

 これまで 40 年近くの長い時間を費やし、やっと動き出したプロジェクトである。言い続 

 

けることの大切さ、夢を持ち続けることの大切さを改めて再認識した次第である。歴代の期 

 

成会や議連をはじめ市民の熱意のたまものであり、敬意を表するものである。国土強靭化、 

 

地方創生に資する高規格道路として推進するよう、これからも地方、現場の熱い思いを国政 

 

に届け続けていかなければならないと改めて感じた次第である。「構想路線から計画路線 

 

へ！」、実現に向けこの流れを加速させていきたいものである。 

 

 これからも長い道のりになると思うが、今回の研修で国も実現に向け具体的に取り組ん 

 

でおられることが理解できたし、たいへん希望の持てる研修であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



          住生活基本計画の改定について 

 

   期日 令和８年 3 月 26 日 

 

   場所 衆議院議員会館 会議室          【議員名 村川 清則】 

 

 令和８年度政府予算には、耐震改修促進に係る税制の延長及び、建築物のバリアフリー改 

 

修に係る税制の拡充・延長がされるとともに、その財政措置について盛り込まれている。 

  

耐震改修については、耐震性が不足している建築物の改修を促進し、地震発生時にお 

 

ける人命・財産の被害の防止を図ろうとするものである。これは、近年の資材価格の高騰等 

 

の影響を受け、未だ耐震改修が行われていない建築物が存在しており、促進することが必要 

 

との判断から、国の補助を受けて耐震工事完了したものについて、完了翌年度分から２年間、 

 

固定資産税額を 1/2 に軽減している現行の特例措置を３年間に延長するものである。 

 

 バリアフリー改修については、不特定多数の高齢者、障がい者等が利用する施設のバリア 

 

フリー化を促進し、誰もが安心して快適に利用できる環境を実現することを目的に、税制の 

 

特例措置を講じるものである。 

 

 住宅・土地統計調査によれば、空き家の総数は全国約６千万戸の家屋数中、この２０年で 

 

約 1，4 倍（６５９万戸→９００万戸）に増加、全国的に社会問題となっている。空き家に 

 

しておく理由として「物置として必要、解体費用の問題、取り壊すと固定資産税が高くなる。 

 

仏壇がある」などが挙げられている。今回の改正の概要であるが、所有者が空き家の活用や 

 

管理について相談できる環境が十分でないとして、自治体が空き家の活用や管理に取り組 

 



む NPO 法人、社団法人、会社等を「空き家等管理活用支援法人」に指定、当該法人が所有 

 

者への相談対応や、所有者と活用希望者のマッチングなどを行うとするもので、県内では熊 

 

本市、合志市、上天草市が法人を指定しているようであるが、モデルとして長野県上田市を 

 

紹介された。ここは相談者に対し全国から探し、出口までエスコートしているそうである。 

 

住生活基本計画（案）における畳に関することであるが、失われつつある我が国の住文化 

 

の良さが再認識され、地域の担い手により継承されるよう、畳等をはじめとする地域の自然 

 

素材を利用する「和の住まい」の推進に向けた環境の整備を推進するとしている。和文化・ 

 

産業連携振興協議会による畳表等の普及啓発（畳・きもの・お茶の総合イベント等）を行う 

 

とのことである。和室における天然い草畳の触感、香り等の五感に響く豊かさも重要である 

 

との記載もあるが、い草畳の持つ水分調整作用や空気清浄化作用なども併せて PR を行って 

 

いただきたいものである。また住意識の向上を図り豊かな住生活を実現するため、毎年１０ 

 

月を「住生活月間」と定め総合的な啓発活動を展開しているが、中央イベントは本年度熊本 

 

市での開催を予定しているそうである。 

 

 最盛期に比べ激減してしまったい草畳である。我々も「い業振興議員連盟」を組織し、そ 

 

の振興・発展のために取り組んでいるものの、なかなかその減少に歯止めがかかっていない 

 

のが実情である。洋式化してしまった住宅そのものが一番の問題なのだと考えるのは私だ 

 

けではないはずである。和室は固定資産税が高いというのも問題であろう。 














